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１【提出理由】

2022年６月29日開催の当社第132回定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24条

の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本報告書を提出するも

のであります。

 

２【報告内容】

(1) 株主総会が開催された年月日

2022年６月29日

 

(2) 決議事項の内容

第１号議案　剰余金処分の件

   期末配当に関する事項

   ① 配当財産種類 金銭

   ② 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

   当社普通株式１株につき90円   総額1,973,408,220円

   ③ 効力発生日   2022年６月30日

第２号議案　定款一部変更の件

         当社現行定款について、次の理由から所要の変更を行うものであります。

         ①「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定する株主総会資料

　　　　　の電子提供制度の施行日が2022年９月１日とされたことに伴い、株主総会参考書類等の内容である情報につ

　　　　　いて電子提供措置をとる旨及び書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事項の範囲を限定するこ

　　　　　とができる旨の規定を設けるものであります。また、現行の株主総会参考書類等のインターネット開示とみ

　　　　　なし提供の規定は不要となるため、これを削除するとともに、これらの変更に伴う効力発生日等に関する附

　　　　　則を設けるものであります。

第３号議案　取締役(監査等委員であるものを除く)８名選任の件

         取締役(監査等委員であるものを除く)として、秋山優樹、早川毅、黒須茂敏、廣瀬善香、本多將人、

         高橋功、中尾剛及び国谷史朗を選任するものであります。

第４号議案　取締役（監査等委員であるものを除く）の報酬等の額改定の件

         取締役（監査等委員であるものを除く）の報酬等の額について、月額を年額に換算した当該報酬額の範囲内

         で、従来の毎月支給される金銭報酬に加えて、取締役（社外取締役を除く）に対して年１回、短期インセン

         ティブ報酬（金銭）を支給することができるよう、取締役の報酬等の額を月額25百万円以内から年額300百万

         円以内（うち社外取締役分25百万円以内）に改めるものであります。

第５号議案　監査等委員である取締役の報酬等の額改定の件

   取締役（監査等委員であるものを除く）の報酬等の額が年額の定めに改められることに伴い、監査等委員で

   ある取締役の報酬等の額につきましても月額8百万円以内から年額96百万円以内に改めるものであります。

第６号議案　取締役（監査等委員である取締役、及びそれ以外の取締役のうち社外取締役であるものを除く）に

           対する業績連動型株式報酬等の改定の件

   取締役等の報酬と当社の業績及び株式価値との連動制を強化するため、中長期インセンティブである業績連

　　動型株式報酬制度の報酬割合を上げ、取締役等に付与される１事業年度当たりのポイント数の上限を引き上

　　げるものであります。
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(3) 決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件並

びに当該決議の結果

決議事項
賛成数
(個)

反対数
(個)

棄権数
(個)

可決要件
決議の結果及び
賛成割合(％)
 (注)４

第１号議案 168,098 172 0 (注)１ 可決 96.79

第２号議案 168,196 74 0 (注)２ 可決 96.85

第３号議案    

(注)３

  

    秋山 優樹 157,367 10,902 0 可決 90.61

    早川 毅 157,326 10,943 0 可決 90.59

    黒須 茂敏 168,092 178 0 可決 96.79

    廣瀬 善香 168,099 171 0 可決 96.79

    本多 將人 168,099 171 0 可決 96.79

    高橋 功 168,084 186 0 可決 96.79

    中尾 剛 168,098 172 0 可決 96.79

    国谷　史朗 168,123 147 0 可決 96.81

第４号議案 168,082 167 21

(注)１

可決 96.78

第５号議案 168,080 169 21 可決 96.78

第６号議案 168,144 126 0 可決 96.82
 

(注) １．出席した株主の議決権の過半数の賛成による。

２．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席（株主総会前日までの事前

行使分を含む）し、出席（株主総会前日までの事前行使分を含む）した当該株主の議決権の３分の２以上の

賛成による。

    ３．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席（株主総会前日までの事前

行使分を含む）し、出席（株主総会前日までの事前行使分を含む）した当該株主の議決権の過半数の賛成に

よる。

    ４．賛成割合の計算方法は、株主総会に出席した株主の議決権の数（株主総会前日までの事前行使分及び当日出

席の全ての株主分）に対する、事前行使分及び当日出席の株主のうち、各議案の賛否に関して賛成が確認で

きた議決権の数の割合である。

 

(4) 議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

本株主総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主から各議案の賛否に関して確認できたものを合計し

たことにより可決要件を満たし、会社法上適法に決議が成立したため、賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議

決権の数に、本株主総会当日出席の株主のうち、賛成、反対及び棄権の確認ができていない議決権数は加算してお

りません。
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